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2012年1月号外 日本共産党の見解を紹介します。

日本共産党神奈川県委員会 検索

さらに年金改悪が

日本共産党
の対案

不要不急の大型公共事業をやめる

米軍への「思いやり予算」などをカッ

ト 年320億円

法人税減税をやめて 年1.2兆円

証券優遇税制をなくし年0.5兆円

これまでのゆきすぎた減税

を見直し、欧米で検討されてい

る富裕層への課税をすすめます。

国民全体の社会保障の抜

本的拡充の財源を支えるため、

税制改革をおこないます。

「大金持ち増税」は世界の流れ

フランス 資本所得にかかわる社会保障関連諸税を12.3%→13.5%へ増税

イタリア 30万ユーロを超える所得に3%の所得税付加税

庶民増税
ではない

こうして社会保障の財源をつくります
大企業・大資産家への
減税をやめる

富裕層と大企業は
応分の負担を

所得に応じて負担
する税制改革

歳出のムダにメス

1 2 3

2013年問題に加え

年金・社会保障の財源にために消費税増税？

消費税増税に大義なし（(三つの大問

ムダ遣い
続けたま
まの増税

社会保障切
り捨てとの
「一体改悪」

国民負担増16兆円
で景気破壊、財政
再建も進まず

とんでもありません!!

2013年問題：13年からは60歳で定年退職を迎える人には、給料も年金支給もない収入の空白期間が生じる。

軒並み55％超 （15日世論調査）

「朝日」反対57、賛成34 「読売」反対55、賛成39
「日経」反対55、賛成39 「報道ｽﾃｰｼｮﾝ」反対60、賛成31

反対の理由「読売」

・[無駄な予算の削減が不十分]（46%)

・[家計の負担が増える](29%)

・[民主党政権公約に明記していないから](12%)

国民は消費税増税に反対

●困っていること不安なこと（複数選択）

「年金老後」（31.5%）、「低賃金」（22.9％）

「原発問題」（14.3％）、「人員削減」（13.5％）

●生活実感「苦しい・やや苦しい（62.8%）

●生活にあとどのくらい必要

5万円以上（42.2%)、3万円（24.5%）

1人あたりの月平均で約36000円

電機労働者懇談会春闘要求アンケー
ト中間集計 全国から約1000人が回答

日本共産党

年金支給開始年齢
の引き上げ検討

（65歳→68～70歳）

年金額
12年度から3年間で2.

5％の削減（右グラフ）

厚生年金保険料
10月から0.354％引き

上げ（労使折半）

電機労働者懇談会春闘要求アンケート

現役労働者3人に1人



企業名
内部留保
額（億円）

月1万円賃
上げ要する
活用率(%)

１％の活用
による雇用
増（人）

JFE ｽ ﾁ ｰ ﾙ 10,977 0.70 3 ,659

日 立 製 作 所 24,539 2.87 8 ,180

東 芝 17,393 2.10 5 ,798

パ ナ ソニ ック 41,662 1.59 13,887

ソ ニ ー 30,876 0.98 10,292

キ ヤ ノ ン 43,141 0.82 14,380

日 産 自 動 車 40,024 0.78 13,341

ト ヨ タ自 動 車 138,630 0.47 46,210

武田薬品工業 23,514 0.14 7 ,838

JR 東 日 本 23,944 0.69 7 ,833

東 京 電 力 32,652 0.31 10,884

Ｎ Ｔ Ｔ 95,713 0.52 31,904

暮らしと経済に還元を 日本共産党

労働者・国民から吸い上げ
大企業に過剰に蓄積された を

景
気
対
策

内部留保
266兆円

大企業の内部留保 90兆円増（１７２ 266兆円）

民間労働者賃金 50万円減（461 412万円）

主要企業・持ち株会社の連結内部留保による試算

10年間で
（2000→2010年）

2012年春闘にむけ、全労連・国民春闘共闘は月額1万円以上の賃上げ要

日本経済の歪んだ構造

3%で月1万円の賃上げ
（主要136社中82社）

1%で1000人以上雇用を増やす
（136社中117社）

財界・大企業は「国際競
争力」の強化やコストダ
ウンを掲げ、賃金と雇用
の破壊、中小企業の収奪

内需は冷え込み、地域経
済は破壊され、税収の低
下し、財政悪化へ

大企業は余剰資金を使い
きれず、内部留保は266
兆円へ。手元資金だけで
も62兆円。

その一方で

それによって内需が拡大し国内経済が活性化へ

日本経団連の米倉会長は「地域経済社会の

再生と内需の掘り起こしに取り組み…雇用の

創出、豊かな国民生活の実現を図る（新年ﾒｯｾｰ

ｼﾞ）」と表明。

大企業がため込んでいる内部留保を活用す

れば実現可能です。
（国公労連の内部留保活用による試算から）

〈2012/1/17付『しんぶん赤旗』1面より〉

〈2012/1/17付『しんぶん赤旗』5面より〉

“大企業が潤えば、いずれ雇用と家計にしたたり落ち
経済がうまくいく” は完全に破綻（トリクルダウン経済論）

内部留保のほんの一部活用で雇用大幅増、賃上げ可能

内部留保の活用でこれだけのことが

「内需の掘り起こしに取り組」む、と言うなら…

（国公労連試算から）


